
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

2.7
0 5,051 0 0 -5,051 0.0

1,900 2,747

19,408 21,925 0 2,517

0 847
43,057 365 0 -42,692

2,376 0 -34
35,462 33,540 0 -1,922

1,696
30,922
11,210
57,188
1,447

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   
補償、補填及び賠償金                    

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

21

使用料及び賃借料                      
18

節

-127
761 858 869 0

0 -420
-157

11

 4,208

3,809 5,263 5,136 0

2,410

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

02-01-01-01-01/0130500000/0505 1
社会保障・税番号制度システム整備費補助金

名　　　　　　　称
充 当 額

99,487
-47,028

100.0

構成比(%)

子ども・子育て支援事業費補助金-51,235
0.0 95.8

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

24.7
8.0

2.4

5.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

226,675 250,598 207,964

250,598

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

 

 

 

 

01

01

01

総務費

総務管理費 228,026

  重点ヒアリング 連結区分１

136,332

要求出力段階

-119,000

-43,641 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

146,515

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
4,208本年度予算額

国庫支出金 県支出金

22,833 24,990

0.0構成比(%)
4,207

1 0

4.2

24,570
6,467 8,116 7,959 0

0.9

事業区分３

146,515

33.7
22.0
0.4

02-01-02-01-01/0130500000/0505

252,228 209,854

非主要

-42,634

0 -42,634

0

-42,374

207,964

-47,028

0

0

0

-47,028

4,207

 連結区分３  

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0

 

226,675

136,332 99,487

一般管理費

０２０１０１０１

一般事務費

一般事務費 146,515 99,487

前々年度決算額

299,866296,716

16,748,000

343,507

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855 16,629,00002

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

政策的経費事業

104

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

146,514
0 0 0 95,279

0



    該当なし

　　　システムの標準化に伴い、国民健康保険の業務全般に使用していた市町村標準システムの賃貸借
　　契約を解約したことによる事業費の減

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

104

一般事務費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：146,515千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業の運営に努めた。
　　・令和7年度　安定した国民健康保険事業の運営に努める。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    新たに、子ども子育て支援納付金が保険税の徴収項目に追加されるため、きめ細やかな説明に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：136,332千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 99,487千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険事業を運営するために必要な資格管理等事務費、会計年度任用職員等の人件費
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

104

一般事務費

-3-

当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 260

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

1,890
260

100.0

構成比(%)

260
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

1,350 1,630 1,890

1,630

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

 

 

 

 

01

01

02

総務費

総務管理費 228,026

  重点ヒアリング 連結区分１

1,350

要求出力段階

-119,000

-43,641 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

1,630

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1,350 1,630

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

1,890

事業区分３

1,630

252,228 209,854

非主要

260

0 260

0

-42,374

1,890

260

0

0

0

260

 連結区分３  

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0

 

1,350

1,350 1,890

連合会負担金

０２０１０１０２

国保連合会負担金

国保連合会負担金 1,630 1,890

前々年度決算額

299,866296,716

16,748,000

343,507

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855 16,629,00002

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

義務的経費事業

105

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

1,630
0 0 0 1,890

0



　　該当なし

　　　負担金のうち被保険者割の単価が増額となったため。

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国保連合会負担金

国保年金課

02

所属

105

国保連合会負担金事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,630千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和06年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出
　　・令和7年度　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：1,350千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：1,890千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費を拠出するもの。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を　

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０２

総務費

連合会負担金

項 01

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国保連合会負担金

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      国保連合会負担金の見直し通知

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

105

国保連合会負担金

-3-

当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０２

総務費

連合会負担金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

51.8
23 0 9 0 9 0.0

47,041 45,189 0 -1,852
926 905 0 -21

24,468 23,436 0 -1,032
6,683 7,376 0 693

1,656
13,898
3,571

937
42,394

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   
公課費                           

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

26

使用料及び賃借料                      
18

節

444
0 10 91 0

0 88
-218

81

0

373 512 956 0

3,552

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
87,271
-1,392
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.6
1.5

4.5

1.1

0.0
-1,392

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

徴税費 67,168

87,271

106 67,168 88,663 87,271

88,663

要求出力段階

-119,000

-43,641 目
的-1,392

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

88,663

67,168

01

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

1,026 1,516 1,298 0

国庫支出金 県支出金

3,290 3,955

0.0
0

4,043

3,968 0 416
0.1

88,663

26.9
8.5
1.0

 連結区分３  

事業区分３

88,663 87,271

非主要

-1,392

0 -1,392

0

88,663 87,271 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-1,392

-1,392

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

67,168

67,168 87,271

賦課徴収費

０２０１０２０１

保険税賦課徴収費

保険税賦課徴収費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

299,866296,716

16,748,000

343,507

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

88,663
0 0 0 87,271

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      督促状発送費用、コンビニ納税手数料など役務費の減

款

目

010

01

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税賦課徴収費

国保年金課

01

所属

106

保険税賦課徴収費事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：67,168千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、地方税法第703条の4、秦野市国民健康保険税条例、同施行規則等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    安定した国民健康保険事業を運営するため関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業の運営のため、関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努めた。
　　・令和7年度　安定した国民健康保険事業の運営のため、関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努める。

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：88,663千円（　　）
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：87,271千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　　　　　　　保険税の賦課、収納管理及び滞納整理業務の充実を図り、安定した国民健康保険事業を運営する。
　　　　・内　　容　保険税賦課通知の発送のための委託料や収納のための事務経費、債権回収課の会計年度任用職員人件費等

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

徴税費

０２０１０２０１

総務費

賦課徴収費

項 02

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税賦課徴収費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（ 　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、 安定した国民健康保険事業を運営するため関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に
　努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし
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当 初 予 算

徴税費

０２０１０２０１

総務費

賦課徴収費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            
需用費                           

01
08
10

節

0

0 117
0

0

0 8 8 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
663
117

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

94.9
3.9
1.2

0.0
117

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

運営協議会費 181

663

107 181 546 663

546

要求出力段階

-119,000

-43,641 目
的117

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

546

181

01

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

7 26 26 0

国庫支出金 県支出金

174 512

0.0
0

629

546

 連結区分３  

事業区分３

546 663

非主要

117

0 117

0

546 663 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

117

117

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

181

181 663

運営協議会費

０２０１０３０１

国保運営協議会運営費

国保運営協議会運営費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

299,866296,716

16,748,000

343,507

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

546
0 0 0 663

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

010

01

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国保運営協議会運営費

国保年金課

01

所属

107

国保運営協議会運営費事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：181千円（　　）

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、意見を求める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、意見を求めた。
　　・令和7年度　安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、保険税の税率

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　該当なし

　　　　　　　　改定等について意見を求めた。

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 千円（　　）

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：546千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：663千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国保事業に関する重要事項を審議するため国民健康保険法第11条及び秦野市国民健康保険条例第2条に基づ
　　　　　　　　　　き国民健康保険運営協議会を設置し、国民健康保険事業に対する協議を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　

-2-

当 初 予 算

運営協議会費

０２０１０３０１

総務費

運営協議会費

項 03

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国保運営協議会運営費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　千円（　　千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
   引き続き、安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、意見を求める。

　　　委員報酬の改定に伴い、報酬が増額となったため

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      令和８年度予算編成における附属機関の委員等の報酬について（令和7年10月16日人事課通知）
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当 初 予 算

運営協議会費

０２０１０３０１

総務費

運営協議会費

項 03



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           

10
11

節
0 143

-135

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
2,078

8
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

93.5
6.5

0.0
8

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

趣旨普及費 1,341

2,078

108 1,341 2,070 2,078

2,070

要求出力段階

-119,000

-43,641 目
的8

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

2,070

1,341

01

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

87 270 135 0

国庫支出金 県支出金

1,255 1,800

0.0
0

1,943

2,070

 連結区分３  

事業区分３

2,070 2,078

非主要

8

0 8

0

2,070 2,078 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

8

8

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

1,341

1,341 2,078

趣旨普及費

０２０１０４０１

被保険者啓発事業費

被保険者啓発事業費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

299,866296,716

16,748,000

343,507

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

2,070
0 0 0 2,078

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　残薬調整及びジェネリック医薬品の利用促進用グッズの作成による事業費の増

款

目

010

01

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３被保険者啓発事業費

国保年金課

01

所属

108

被保険者啓発事業費事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：1,341千円（　　）

　　　　・目標値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

　　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知し、医療費の抑制に努める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知し、医療費の抑制に努めた。
　　・令和7年度　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知し、医療費の抑制に努める。

　　該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　該当なし　

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,070千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：2,078千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知を図る。
　　　　・内　　容　国民健康保険に加入する被保険者用のパンフレットの作成
　　　　　　　　　医療費抑制に向けたポスターなど啓発物品の作成

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

趣旨普及費

０２０１０４０１

総務費

趣旨普及費

項 04

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３被保険者啓発事業費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知し、医療費の抑制に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし   
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当 初 予 算

趣旨普及費

０２０１０４０１

総務費

趣旨普及費

項 04



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -300,000

 9,600,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 9,600,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
9,600,000
-300,000

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

療養諸費 9,732,337

9,600,000

109 9,617,532 9,900,000 9,600,000

9,900,000

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-300,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

9,900,000

9,617,532

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 9,900,000

0.0 100.0
-300,000

国庫支出金 県支出金

9,617,532 9,900,000

0.0
0

9,600,000

9,900,000

 連結区分３  

事業区分３

10,019,001 9,719,001

非主要

-300,000

0 -300,000

0

9,900,000 9,600,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-300,000

-300,000

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

9,617,532

9,617,532 9,600,000

療養給付費

０２０２０１０１

療養給付費

療養給付費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
9,600,000 0 0 0

0
0

0



　　該当なし

　　　被保険者の減少に伴う療養給付費の減

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養給付費

国保年金課

01

所属

109

療養給付費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）： 9,900,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第36条
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　医療費のうち保険者負担分を給付
　　・令和7年度　医療費のうち保険者負担分を給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　医療費の抑制に努めるとともに、引き続き、医療費のうち保険者負担分を給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　果　該当なし　
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）： 9,617,532千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 9,600,000千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第36条で定める医療費のうち保険者負担分を給付　
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０１

保険給付費

療養給付費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養給付費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　ジェネリック医薬品等の周知啓発や保健事業を推進することで医療費の抑制に取り組む
　とともに、医療費のうち保険者負担分の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

109

療養給付費

-3-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０１

保険給付費

療養給付費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 87,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 87,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
87,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

療養諸費 9,732,337

87,000

111 85,391 87,000 87,000

87,000

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-300,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

87,000

85,391

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 87,000

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

85,391 87,000

0.0
0

87,000

87,000

 連結区分３  

事業区分３

10,019,001 9,719,001

非主要

0

0 0

0

87,000 87,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

85,391

85,391 87,000

療養費

０２０２０１０３

療養費

療養費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
87,000 0 0 0

0
0

0



　　該当なし

　　　該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養費

国保年金課

02

所属

111

療養費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：87,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第54条、秦野市国民健康保険条例第5条及び同施行規則第7条
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 療養費の給付
　　・令和7年度 療養費の給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　医療費の抑制に努めるとともに、引き続き、療養費の給付を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：85,391千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：87,000千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第54条、秦野市国民健康保険条例第5条及び同施行規則第7条で定める療養費を給付
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　

-2-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０３

保険給付費

療養費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養費

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　　ジェネリック医薬品等の周知啓発や保健事業を推進することで医療費の抑制に取り組む
　　とともに、医療費のうち保険者負担分の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

111

療養費

-3-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０３

保険給付費

療養費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 0

 32,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 32,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
32,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

保険給付費

療養諸費 9,732,337

32,000

113 29,414 32,000 32,000

32,000

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-300,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

32,000

29,414

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 32,000

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

29,414 32,000

0.0
0

32,000

32,000

 連結区分３  

事業区分３

10,019,001 9,719,001

非主要

0

0 0

0

32,000 32,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

29,414

29,414 32,000

審査支払手数料

０２０２０１０５

診療報酬明細審査手数料

診療報酬明細審査手数料

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
32,000 0 0 0

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      該当なし

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３診療報酬明細審査手数料

国保年金課

03

所属

113

診療報酬明細審査手数料事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　29,414千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第45条第4～5項

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い
　　・令和7年度 国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　32,000千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　32,000千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第45条第4～5項の規定により、国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数
　　　　　　　　　　料

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０５

保険給付費

審査支払手数料

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３診療報酬明細審査手数料

国保年金課

03

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料を支払う。
　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

113

診療報酬明細審査手数料

-3-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０５

保険給付費

審査支払手数料

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 1

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-02/0130500000/0505 1
特別調整交付金分（市町村向け）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
1
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

保険給付費

療養諸費 9,732,337

1

224 0 1 1

1

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-300,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

1

0

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 1

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

0 1

0.0
0

1

1

 連結区分３  

事業区分３

10,019,001 9,719,001

 

0

0 0

0

1 1 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 1

傷病手当金

０２０２０１０６

傷病手当金

傷病手当金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
1 0 0 0

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      該当なし

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３傷病手当金

国保年金課

04

所属

224

傷病手当金事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　　　 0千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市国民健康保険条例附則

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    傷病手当金の支給

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 交付対象者なし
　　・令和7年度 交付対象者なし

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 0千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　 1千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　　 1千円（　　）

　　　　・目　　的　新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給し、経済的支援を
　　　　　　　　　　行う。
　　　　・内　　容　新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　

-2-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０６

保険給付費

傷病手当金

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３傷病手当金

国保年金課

04

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

224

傷病手当金

-3-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０６

保険給付費

傷病手当金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 1,700,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 1,700,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
1,700,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

高額療養費 1,521,677

1,700,000

114 1,520,599 1,700,000 1,700,000

1,700,000

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

1,700,000

1,520,599

02

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 1,700,000

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

1,520,599 1,700,000

0.0
0

1,700,000

1,700,000

 連結区分３  

事業区分３

1,702,500 1,702,500

非主要

0

0 0

0

1,700,000 1,700,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

  

1,520,599

1,520,599 1,700,000

高額療養費

０２０２０２０１

高額療養費

高額療養費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
1,700,000 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３高額療養費

国保年金課

01

所属

114

高額療養費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,700,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の2
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 高額療養費の給付
　　・令和7年度 高額療養費の給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    医療費の抑制に努めるとともに、引き続き、高額療養費の給付を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：1,520,599千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：1,700,000千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の2で定める高額療養費を給付
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０１

保険給付費

高額療養費

項 02

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３高額療養費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　ジェネリック医薬品等の周知啓発や保健事業を推進することで医療費の抑制に取り組む
　とともに、高額療養費の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

114

高額療養費

-3-

当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０１

保険給付費

高額療養費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 2,500

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 2,500
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
2,500

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

高額療養費 1,521,677

2,500

116 1,079 2,500 2,500

2,500

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

2,500

1,079

02

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 2,500

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

1,079 2,500

0.0
0

2,500

2,500

 連結区分３  

事業区分３

1,702,500 1,702,500

非主要

0

0 0

0

2,500 2,500 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

1,079

1,079 2,500

高額介護合算療養費

０２０２０２０３

高額介護合算療養費

高額介護合算療養費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
2,500 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３高額介護合算療養費

国保年金課

02

所属

116

高額介護合算療養費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,500千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の3
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 高額介護合算療養費の給付
　　・令和7年度 高額介護合算療養費の給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    医療費の抑制に努めるとともに、高額介護合算療養費の給付を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：1,079千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：2,500千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の3で定める高額介護合算療養費を給付
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　

-2-

当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０３

保険給付費

高額介護合算療養費

項 02

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３高額介護合算療養費

国保年金課

02

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　ジェネリック医薬品等の周知啓発や保健事業を推進することで医療費の抑制に取り組む
　とともに、高額介護合算療養費の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

116

高額介護合算療養費

-3-

当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０３

保険給付費

高額介護合算療養費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 1

 150

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 150
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
150

1
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

移送費 59

150

118 59 149 150

149

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的1

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

149

59

02

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 149

0.0 100.0
1

国庫支出金 県支出金

59 149

0.0
0

150

149

 連結区分３  

事業区分３

149 150

非主要

1

0 1

0

149 150 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1

1

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

59

59 150

移送費

０２０２０３０１

移送費

移送費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
150 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      対象者の増のため

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３移送費

国保年金課

01

所属

118

移送費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　149千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の4
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 移送費の給付
　　・令和7年度 移送費の給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    医療費の抑制に努めるとともに、移送費の給付を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　　 59千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　150千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険制度の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の4で定める移送費を給付
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

移送費

０２０２０３０１

保険給付費

移送費

項 03

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３移送費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　　ジェネリック医薬品等の周知啓発や保健事業を推進することで医療費の抑制に取り組む
　　とともに、移送費の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

118

移送費

-3-

当 初 予 算

移送費

０２０２０３０１

保険給付費

移送費

項 03



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -2,500

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
40,000
-2,500
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-2,500

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

出産育児諸費 29,657

40,000

120 29,646 42,500 40,000

42,500

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-2,386

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

42,500

29,646

02

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

29,646 42,500

0.0
0

40,000

42,500

 連結区分３  

事業区分３

42,518 40,132

非主要

-2,500

0 -2,500

0

42,500 40,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-2,500

-2,500

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

29,646

29,646 40,000

出産育児一時金

０２０２０４０１

出産育児一時金

出産育児一時金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

42,500
0 0 0 40,000

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      給付対象者の減

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３出産育児一時金

国保年金課

01

所属

120

出産育児一時金事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：29,646千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等　
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第6条及び同施行規則第8条

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    出産育児一時金の給付を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 出産育児一時金の給付
　　・令和7年度 出産育児一時金の給付

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：42,500千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：40,000千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第6条及び同施行規則第8条で定める出産
　　　　　　　　　　育児一時金を給付

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０１

保険給付費

出産育児一時金

項 04

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３出産育児一時金

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、出産育児一時金の給付を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

120

出産育児一時金

-3-

当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０１

保険給付費

出産育児一時金

項 04



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 114

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
132
114

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
114

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

出産育児諸費 29,657

132

121 12 18 132

18

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的-2,386

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

18

12

02

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

12 18

0.0
0

132

18

 連結区分３  

事業区分３

42,518 40,132

非主要

114

0 114

0

18 132 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

114

114

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

12

12 132

出産育児一時金手数料

０２０２０４０２

出産育児一時金手数料

出産育児一時金手数料

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

18
0 0 0 132

0
0

0



    該当なし

　　　給付対象者調査費を追加したための増

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３出産育児一時金手数料

国保年金課

02

所属

121

出産育児一時金手数料事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　18千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出
　　・令和7年度 出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　　　12千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　 132千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０２

保険給付費

出産育児一時金手数料

項 04

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３出産育児一時金手数料

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　 引き続き、出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出
　　
８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

121

出産育児一時金手数料

-3-

当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０２

保険給付費

出産育児一時金手数料

項 04



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

13,000
0

100.0

構成比(%)

0
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

11,900 13,000 13,000

13,000

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

 

 

 

 

02

05

01

保険給付費

葬祭諸費 11,900

  重点ヒアリング 連結区分１

11,900

要求出力段階

-119,000

-302,385 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

13,000

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

11,900 13,000

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

13,000

事業区分３

13,000

13,000 13,000

非主要

0

0 0

0

0

13,000

0

0

0

0

0

 連結区分３  

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0

 

11,900

11,900 13,000

葬祭費

０２０２０５０１

葬祭費

葬祭費 13,000 13,000

前々年度決算額

11,474,78311,295,631

16,748,000

11,777,168

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855 16,629,00002

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

義務的経費事業

122

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

13,000
0 0 0 13,000

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３葬祭費

国保年金課

01

所属

122

葬祭費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　13,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第7条および同施行規則第9条
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 葬祭費の給付
　　・令和7年度 葬祭費の給付

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    葬祭費の給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　11,900千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　13,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第7条および同施行規則第9条で定める葬祭費の給付
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　

-2-

当 初 予 算

葬祭諸費

０２０２０５０１

保険給付費

葬祭費

項 05

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３葬祭費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　引き続き、葬祭費の給付を行う。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

122

葬祭費

-3-

当 初 予 算

葬祭諸費

０２０２０５０１

保険給付費

葬祭費

項 05



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 62,222

 206,466

保険者努力支援分
22,994

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

02-01-05-01-01/0130500000/0505 0
災害臨時特例補助金

名　　　　　　　称
充 当 額

93.1

査定額 増減額

0
2,983,976

62,222
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
95,737

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分 3,123,359

2,983,976

214 3,123,359 2,921,754 2,983,976

2,921,754

要求出力段階

-119,000

145,981 目
的62,222

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

2,921,754

3,123,359

03

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

-1

1 239,980

0.0 6.9
-33,514

国庫支出金 県支出金

3,123,359 2,921,754

0.0
0

2,983,976

2,921,754
03-01-01-02-01/0130500000/0505

03-01-01-02-02/0130500000/0505

都道府県繰入金特別交付分

特別調整交付金分（市町村向け）

 連結区分３  

事業区分３

122,31703-01-01-02-03/0130500000/0505

61,155

2,921,754 2,983,976

 

62,222

0 62,222

0

2,921,754 2,983,976 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

62,222

62,222

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

3,123,359

3,123,359 2,983,976

医療給付費分

０２０３０１０１

医療給付費分

医療給付費分

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,515,8764,636,891

16,748,000

4,369,895

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

2,681,773
206,466 0 0 2,777,510

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      県から提示された納付金が増額したため

款

目

010

03

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３医療給付費分

国保年金課

01

所属

214

医療給付費分事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：3,123,359千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    県へ納付金(医療給付費分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　県へ納付金(医療給付分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。
　　・令和7年度　県へ納付金(医療給付分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,921,754千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：2,983,976千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　　　納付金は、医療給付費の原資として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　

-2-

当 初 予 算

医療給付費分

０２０３０１０１

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

項 01

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３医療給付費分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　県内自治体の国民健康保険事業の財政運営主体である神奈川県と連携して、安定した国民健康
　保険事業の運営に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

214

医療給付費分

-3-

当 初 予 算

医療給付費分

０２０３０１０１

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -30,617

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
1,073,194

-30,617
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-30,617

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分 1,157,849

1,073,194

216 1,157,849 1,103,811 1,073,194

1,103,811

要求出力段階

-119,000

145,981 目
的-30,617

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

1,103,811

1,157,849

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

1,157,849 1,103,811

0.0
0

1,073,194

1,103,811

 連結区分３  

事業区分３

1,103,811 1,073,194

 

-30,617

0 -30,617

0

1,103,811 1,073,194 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-30,617

-30,617

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

1,157,849

1,157,849 1,073,194

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

後期高齢者支援金等分

後期高齢者支援金等分

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,515,8764,636,891

16,748,000

4,369,895

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

1,103,811
0 0 0 1,073,194

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

010

03

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３後期高齢者支援金等分

国保年金課

01

所属

216

後期高齢者支援金等分事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　　　　　　  する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    該当なし

　　・令和7年度　県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

（2） 効果・目標値

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：1,073,194千円（　　）

　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：1,157,849千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,103,811千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　　  納付金は、後期高齢者支援金等分として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

項 02

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３後期高齢者支援金等分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

　　保険事業の運営に努める。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　県内自治体の国民健康保険事業の財政運営主体である神奈川県と連携して、安定した国民健康

      県から提示された納付金が減額したため

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

216

後期高齢者支援金等分

-3-

当 初 予 算

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 6,714

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
351,044

6,714
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
6,714

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分 355,682

351,044

218 355,682 344,330 351,044

344,330

要求出力段階

-119,000

145,981 目
的6,714

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

344,330

355,682

03

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

355,682 344,330

0.0
0

351,044

344,330

 連結区分３  

事業区分３

344,330 351,044

 

6,714

0 6,714

0

344,330 351,044 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

6,714

6,714

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

355,682

355,682 351,044

介護納付金分

０２０３０３０１

介護納付金分

介護納付金分

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,515,8764,636,891

16,748,000

4,369,895

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

344,330
0 0 0 351,044

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      県から提示された納付金が増額したため

款

目

010

03

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３介護納付金分

国保年金課

01

所属

218

介護納付金分事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：355,682千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。
　　・令和7年度　県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）： 　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：344,330千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：351,044千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　 　 納付金は、介護納付金として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付する。 

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　

-2-

当 初 予 算

介護納付金分

０２０３０３０１

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分

項 03

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３介護納付金分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　県内自治体の国民健康保険事業の財政運営主体である神奈川県と連携して、安定した国民健康
　　保険事業の運営に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

218

介護納付金分

-3-

当 初 予 算

介護納付金分

０２０３０３０１

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分

項 03



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 107,662

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
107,662
107,662

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
107,662

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

子ども・子育て支援納付金分 0

107,662

228 0 0 107,662

0

要求出力段階

-119,000

145,981 目
的107,662

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

0

0

03

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0
0

107,662

0

 連結区分３  

事業区分３

0 107,662

 

107,662

0 107,662

0

0 107,662 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

107,662

107,662

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 107,662

子ども・子育て支援納付金分

０２０３０４０１

子ども・子育て支援納付金分

子ども・子育て支援納付金分

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,515,8764,636,891

16,748,000

4,369,895

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

0
0 0 0 107,662

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

010

03

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３子ども・子育て支援納付金分

国保年金課

01

所属

228

子ども・子育て支援納付金分事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　　　　　　  ることになったため、同納付金を国民健康保険税に含めて課税することになった。 
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
  　子ども・子育て施策の充実のため、県へ納付金(子ども・子育て支援納付金分）を納付する。 

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）： 　　　千円（　　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    該当なし

　　・令和7年度　子ども・子育て支援納付金分に係る県との調整等　

（2） 効果・目標値

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：107,662千円（　　）

　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　 　 令和8年度から子ども・子育て支援金制度の創設により、保険者が子ども・子育て支援納付金を徴収す

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

子ども・子育て支援納付金分

０２０３０４０１

国民健康保険事業費納付金

子ども・子育て支援納付金分

項 04

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３子ども・子育て支援納付金分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、子ども・子育て施策の充実のため、県へ納付金(子ども・子育て支援納付金分）を納付する。　

      令和8年度から国民健康保険税に子ども・子育て支援納付金分が追加されたため皆増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

228

子ども・子育て支援納付金分

-3-

当 初 予 算

子ども・子育て支援納付金分

０２０３０４０１

国民健康保険事業費納付金

子ども・子育て支援納付金分

項 04



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 -324

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
3,306
-324

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-324

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

保健事業費 44,588

50,667

134 44,588 55,137 50,667

55,137

要求出力段階

-119,000

-8,509 目
的-4,470

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

3,630

2,740

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

2,740 3,630

0.0
0

3,306

3,630

 連結区分３  

事業区分３

55,137 50,667

非主要

-4,470

0 -4,470

0

3,630 3,306 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-324

-324

国民健康保険事業特別会計

  

44,588

2,740 3,306

保健衛生普及費

０２０４０２０１

医療費通知費

医療費通知費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

198,299158,334

16,748,000

206,808

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

3,630
0 0 0 3,306

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      通知発送世帯の減

款

目

010

04

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３医療費通知費

国保年金課

01

所属

134

医療費通知費事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　2,740千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の抑制に努める。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の抑制に努めた。
　　・令和7年度 被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の抑制に努める。

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　3,630千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　3,306千円（　　）

　　　　・目　　的　被保険者に医療費費用額を通知することにより、医療費の抑制を推進するとともに、健康に対する
　　　　　　　　　　認識を深めるもの。
　　　　・内　　容　年2回、被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送（当予算では郵送費のみ計上）

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

010

04

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３医療費通知費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の抑制に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

134

医療費通知費

-3-

当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
負担金、補助及び交付金                   

10
11
12
18

節

-4,000
1,040 1,000 1,000 0

0 0
-146

0

 7,240

40,520 50,000 46,000 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-04/0130500000/0505 7,240
特定健診等負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

47,361
-4,146
100.0

構成比(%)

-3,543
0.0 84.7

査定額 増減額

0-603 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.1
0.7

97.1

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

44,588 55,137 50,667

55,137

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

 

 

 

 

04

01

01

保健事業費

保健事業費 44,588

  重点ヒアリング 連結区分１

41,848

要求出力段階

-119,000

-8,509 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

51,507

事業性質区分 主体区分

15.3

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

63 44

0.0構成比(%)
0

0 7,843

0.0

44
225 463 317 0

2.1

事業区分３

51,507

55,137 50,667

非主要

-4,470

0 -4,470

0

-4,470

50,667

-4,146

0

0

0

-4,146

 連結区分３  

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0

 

44,588

41,848 47,361

保健衛生普及費

０２０４０２０１

一日人間ドック事業費

一日人間ドック事業費 51,507 47,361

前々年度決算額

198,299158,334

16,748,000

206,808

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855 16,629,00002

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

義務的経費事業

134

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

43,664
7,240 0 0 40,121

0



    該当なし

      被保険者の減に伴う受検者の減

款

目

020

04

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

134

一日人間ドック事業費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：51,507千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市総合健康診査実施要綱
　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険第3期データヘルス計画

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努めた。
　　・令和7年度 人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努める。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  被保険者の健康の保持増進及び医療費の抑制
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：41,848千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：47,361千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　疾病予防・早期発見のため、一日人間ドック受検費用の一部を助成する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　

-2-

当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

020

04

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　引き続き、人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努める。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

134

一日人間ドック事業費

-3-

当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           

10
11
12

節

-6,122

0 -112
-169

 27,642

83,517 102,233 96,111 0

特定健診等負担金

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-02/0130500000/0505 6,250
特別調整交付金分（市町村向け）

名　　　　　　　称
充 当 額

73.4

査定額 増減額

0
103,825
-6,403
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.6
5.8

92.6

0.0
-4,621

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

特定健康診査等事業費 113,746

147,632

133 113,746 151,671 147,632

151,671

要求出力段階

-119,000

-8,509 目
的-4,039

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

110,228

90,249

04

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 29,424

0.0 26.6
-1,782

5,370 6,227 6,058 0

国庫支出金 県支出金

1,362 1,768

0.0
0

1,656

110,228
03-01-01-02-04/0130500000/0505

 連結区分３  

事業区分３

21,392

151,671 147,632

非主要

-4,039

0 -4,039

0

110,228 103,825 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-6,403

-6,403

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

113,746

90,249 103,825

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

特定健康診査事業費

特定健康診査事業費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

198,299158,334

16,748,000

206,808

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

80,804
27,642 0 0 76,183

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      被保険者の減に伴う受診者の減

款

目

010

04

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３特定健康診査事業費

国保年金課

01

所属

133

特定健康診査事業費事業２

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）： 90,249千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市国民健康保険特定健康診査、特定保健指導実施要綱
　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（第4期）、秦野市国民健康保険データヘルス計画（第3期）

（2） 効果・目標値

    健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知
　　・令和7年度　健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　　果  被保険者の健康保持増進及び医療費の抑制
　　　　・目 標 値  令和8年度　特定健康診査受診率　37.0％

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 　　千円（　　）

　　　　　　　　　　総合計画（基本施策111　健康寿命の延伸に向けた健康づくりの推進）
　
２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：110,228千円（　　）
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：103,825千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　生活習慣病予防の観点から健診の実施。受診率向上に向けての広報、周知
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　

-2-

当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02

事業１



款

目

010

04

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３特定健康診査事業費

国保年金課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、被保険者の健康の保持増進のため特定健康診査について周知を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし
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特定健康診査事業費
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当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

0.1
0 15 15 0 0 0.0

0 28 0 28
7,791 9,021 0 1,230

428 428 0 0
311 311 0 0

211
225
71

1,219
0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

備品購入費                         
負担金、補助及び交付金                   

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

18

委託料                           
17

節

289
750 1,241 1,190 0

0 352
741

-51

0

2,585 4,322 4,611 0

638

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
43,807
2,364
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

45.7
17.7

1.0

10.5

0.0
2,364

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

特定健康診査等事業費 113,746

147,632

133 113,746 151,671 147,632

151,671

要求出力段階

-119,000

-8,509 目
的-4,039

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

41,443

23,497

04

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

4,551 7,012 7,753 0

国庫支出金 県支出金

13,886 19,685

0.0
0

20,037

413 0 -225
2.7

41,443

1.0
0.7

20.6

 連結区分３  

事業区分３

151,671 147,632

非主要

-4,039

0 -4,039

0

41,443 43,807 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

2,364

2,364

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

113,746

23,497 43,807

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

特定保健指導事業費

特定保健指導事業費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

198,299158,334

16,748,000

206,808

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

41,443
0 0 0 43,807

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

020

04

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３特定保健指導事業費

国保年金課

01

所属

133

特定保健指導事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値  令和8年度　特定保健指導実施率　22.0％

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市国民健康保険特定健康診査、特定保健指導実施要綱

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    特定保健指導の実施により、被保険者の健康の保持増進に努める。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　特定保健指導の実施により、被保険者の健康の保持増進に努めた。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    該当なし

　　・令和7年度　特定保健指導の実施により、被保険者の健康の保持増進に努める。

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  被保険者の健康保持増進及び医療費の抑制

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：43,807千円（　　）

　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（第4期）、秦野市国民健康保険データヘルス計画（第3期）
　　　　　　　　　　総合計画（基本施策111　健康寿命の延伸に向けた健康づくりの推進）

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：23,497千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：41,443千円（　　）

　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　特定保健指導の実施、広報、周知のため各種イベントに出展
　　　　　　　　　　健診結果より、動機付け支援、積極的支援の対象者に対し保健指導を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　

-2-

当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02

事業１



款

目

020

04

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３特定保健指導事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

　特定保健指導を利用するよう勧奨を行う。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、特定健康診査を受診した被保険者のうち、数値が基準を超えている者などに対して、

      会計年度任用職員の人件費等の引き上げに伴う増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

133

特定保健指導事業費
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当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
積立金                           24

節
0 89,214

 2,808

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

04-01-01-01-03/0130500000/0505 2,808
財政調整基金利子収入

名　　　　　　　称
充 当 額

96.9

査定額 増減額

2,668
89,354
89,214
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
86,546

3.1

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

基金積立金

基金積立金 52,601

89,354

135 52,601 140 89,354

140

要求出力段階

-119,000

89,214 目
的89,214

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

140

52,601

05

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

52,601 140

0.0
0

89,354

140

 連結区分３  

事業区分３

140 89,354

非主要

89,214

0 89,214

0

140 89,354 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

89,214

89,214

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

52,601

52,601 89,354

財政調整基金積立金

０２０５０１０１

財政調整基金積立金

財政調整基金積立金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

89,35452,601

16,748,000

140

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 86,546

140
2,808

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      財政調整基金積立金の増

款

目

010

05

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３財政調整基金積立金

国保年金課

01

所属

135

財政調整基金積立金事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　140千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市国民健康保険療養給付費支払準備基金の設置、管理及び処分に関する条例
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

    安定した国民健康保険事業を推進するため、国民健康保険財政調整基金への積立を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 安定した国民健康保険事業を推進するため、国民健康保険財政調整基金の活用
　　・令和7年度 安定した国民健康保険事業を推進するため、国民健康保険財政調整基金の活用

    該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　　 52,601千円（　　）

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　 89,354千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　   千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　秦野市国民健康保険財政調整基金の設置、管理及び処分に関する条例で定める積立金
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

基金積立金

０２０５０１０１

基金積立金

財政調整基金積立金

項 01

事業１



款

目

010

05

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３財政調整基金積立金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　安定した国民健康保健事業を推進するため、国民健康保険財政調整基金の活用及び積立
　を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

135

財政調整基金積立金

-3-

当 初 予 算

基金積立金

０２０５０１０１

基金積立金

財政調整基金積立金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
21
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

公債費

公債費 0

21

209 0 21 21

21

要求出力段階

-119,000

0目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

21

0

06

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 21

0.0
0

21

21

 連結区分３  

事業区分３

21 21

 

0

0 0

0

21 21 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

  

0

0 21

利子

０２０６０１０１

一時借入金利子

一時借入金利子

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

210

16,748,000

21

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

21
0 0 0 21

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

06

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一時借入金利子

国保年金課

01

所属

209

一時借入金利子事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　21千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　地方自治法第235条の3第2項
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 一時借入金利子の支出
　　・令和7年度 一時借入金利子の支出

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    一時借入金利子の支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　 0千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　21千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　  千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　地方自治法第235条の3第2項に定める一時借入金の利子
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

公債費

０２０６０１０１

公債費

利子

項 01

事業１



款

目

010

06

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一時借入金利子

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

209

一時借入金利子

-3-

当 初 予 算

公債費

０２０６０１０１

公債費

利子

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
40,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

諸支出金

償還金及び還付加算金 30,683

40,000

138 30,366 40,000 40,000

40,000

要求出力段階

-119,000

340目
的340

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

40,000

30,366

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

30,366 40,000

0.0
0

40,000

40,000

 連結区分３  

事業区分３

40,461 40,801

非主要

0

0 0

0

40,000 40,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

30,366

30,366 40,000

保険税還付金

０２０７０１０１

保険税過誤納還付金

保険税過誤納還付金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,80130,683

16,748,000

40,461

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

40,000
0 0 0 40,000

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付金

国保年金課

01

所属

138

保険税過誤納還付金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：40,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払
　　・令和7年度　保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：30,366千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：40,000千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　地方税法第17条で定める保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０１

諸支出金

保険税還付金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

138

保険税過誤納還付金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０１

諸支出金

保険税還付金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
360

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

諸支出金

償還金及び還付加算金 30,683

360

140 228 360 360

360

要求出力段階

-119,000

340目
的340

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

360

228

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

228 360

0.0
0

360

360

 連結区分３  

事業区分３

40,461 40,801

非主要

0

0 0

0

360 360 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

228

228 360

保険税還付加算金

０２０７０１０３

保険税過誤納還付加算金

保険税過誤納還付加算金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,80130,683

16,748,000

40,461

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

360
0 0 0 360

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付加算金

国保年金課

02

所属

140

保険税過誤納還付加算金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　360千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　地方税法第17条
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払
　　・令和7年度 保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　228千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　360千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　地方税法第17条の4第1項で定める保険税過誤納還付金に対する還付加算金
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０３

諸支出金

保険税還付加算金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付加算金

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

140

保険税過誤納還付加算金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０３

諸支出金

保険税還付加算金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 340

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
440
340

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
340

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

諸支出金

償還金及び還付加算金 30,683

440

142 89 100 440

100

要求出力段階

-119,000

340目
的340

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

100

89

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

89 100

0.0
0

440

100

 連結区分３  

事業区分３

40,461 40,801

非主要

340

0 340

0

100 440 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

340

340

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

89

89 440

国庫支出金返納金

０２０７０１０５

国庫支出金返納金

国庫支出金返納金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,80130,683

16,748,000

40,461

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

100
0 0 0 440

0
0

0



    該当なし

      国庫返納金（子ども・子育て支援金制度システム改修事業費）の増

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

03

所属

142

国庫支出金返納金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　100千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 前年度清算に伴う国庫への返納金の支払
　　・令和7年度 前年度清算に伴う国庫への返納金の支払

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    前年度清算に伴う国庫への返納金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　   89千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　440千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　前年度清算に伴う国庫への返納金
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０５

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

03

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　前年度清算に伴う国庫への返納金の支払

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

142

国庫支出金返納金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０５

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
1
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

諸支出金

償還金及び還付加算金 30,683

1

143 0 1 1

1

要求出力段階

-119,000

340目
的340

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

1

0

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 1

0.0
0

1

1

 連結区分３  

事業区分３

40,461 40,801

非主要

0

0 0

0

1 1 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 1

療養給付費等交付金返納金

０２０７０１０６

療養給付費等交付金返納金

療養給付費等交付金返納金

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,80130,683

16,748,000

40,461

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

1
0 0 0 1

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養給付費等交付金返納金

国保年金課

04

所属

143

療養給付費等交付金返納金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　1千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払
　　・令和7年度 過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　0千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　1千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　 千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０６

諸支出金

療養給付費等交付金返納金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 8年 2月16日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３療養給付費等交付金返納金

国保年金課

04

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払　

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

143

療養給付費等交付金返納金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０６

諸支出金

療養給付費等交付金返納金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
予備費                           28

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
10,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

予備費

予備費 0

10,000

144 0 10,000 10,000

10,000

要求出力段階

-119,000

0 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

10,000

0

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 10,000

0.0
0

10,000

10,000

 連結区分３  

事業区分３

10,000 10,000

非主要

0

0 0

0

10,000 10,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 10,000

予備費

０２０８０１０１

予備費

予備費

16,629,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

10,0000

16,748,000

10,000

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

16,470,855

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

10,000
0 0 0 10,000

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

08

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３予備費

国保年金課

01

所属

144

予備費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　10,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 予備費
　　・令和7年度 予備費

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    該当なし

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　 　0千円（　　）

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　10,000千円（　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・内　　容　予備費
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標　　　
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予備費

予備費
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事業１



款

目

010

08

001

令和 8年 2月17日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３予備費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

144

予備費
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